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私立大学のガバナンスをどう考えるか

水 戸 英 則
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私立大学の歴史と

多様性あるガバナンスの形態

学校法人二松学舎（設置校二松学舎大

学 ， 他2附属高等学校， 中学校）は明治

10 (1877)年， 三島中洲が麹町に漢学塾

二松学舎を創設したことに始まる。 私立

漠学塾設立認可後 ， 明治42年(1909年）

財団法人二松義会として文部省へ設立認

可寄附行為を定め， 会長他4名の理事

会創設者子孫塾卒業生 ・ 教授等25

名の評議員会を設置 ， 評議員会の総意を

理事会が承認する形で運営された。 大正

8 (1919)年渋澤栄 一舎長の下， 財団法

人二松学舎では監事2名が参加， 昭和26

(1951)年学校法人二松学舎に名称変更

後， 現在は理事11名， 監事2名， 評議員

は創設等関連子孫 ， 卒業生 ， 教職員24

名の構成で， 理事会が議決機関， 評議員

会が諮問機関とするガバナンス体制とな

っておりその形は設立時から変わってい

ない。

このように明治初期創設の多くの学校

法人とその設置する大学（以下私立大

学 1) ）のガバナンス体制の基本形はほぼ

同様であり， 各大学の建学の精神の元，
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各々の寄附行為が定められ， 理事会， 評

議員会， 監事の3 機関が並立され， 大学

により理事会が議決機関 または評議員

会が議決機関として運営されるなどその

ガバナンス形態ば多様性ある形で推移

してきた。

自主自立の精神と多様性ある

ガバナンスの結実である私立学校法

こうした中で戦前の私学政策は ， 明

治19 (1886)年学校令の施行， 明治31

(1898)年民法制定により， 多くの私立

大学は社団法人立， 財団法人立となり ，

明治32(1899)年統制的な私立学校令

が施行された。 戦後は1949年， 新たに

私立学校法（以下私学法）が制定財政

基盤の脆弱な私立大学やオ ーナー 系の私

立大学が戦後の高等教育への進学要求を

満たし， 持続的かつ健全に発展するため

は， 公共的 民主的な性格を持たせる必

要があり ， 財団法人ではなく特殊法人と

するために ， 学校法人制度が導入された。

当時 憲法89条の解釈をめぐり， 私学

助成と監督の問題が議論になったが， 原

則として監督はしない， 助成はその可能

性を特別立法として私学法に定めるとい
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う考え方が結論となり， 現在の私学法の

基本的な精神が形作られた。

従って私学法は ， 所轄庁としての文部

科学省に監督事項が付与されているもの

の， 学校法人の公共性とともに自主性が

最大限に尊重される制度設計となってお

り， その管理 ・ 運営は各法人の寄附行為

の規定によることを基本とした経緯があ

り， これが私立大学のガバナンスの多様

性を生み出す結果となっている。

私学法はその後， 文部科学省への各種

申請や届出内容の不備， 少子化による経

営危機経営陣による不祥事， 入試不正

等が起こり ， その都度， 改正されてきた。

平成16 (2004)年法改正では ， それ

まで曖昧な位置づけであった理事会の最

終意思決定機関化評議員会の諮問機関

化理事長への法人代表権付与などが規

定。 理事会が意思決定， 執行監督を行

い， 理事長が極めて大きい権限を持つこ

ととなったが この点はその後学校法人

のガバナンス体制が議論される際の問題

の所在となっていることは留意すべきで

ある。 またこの改正により明治以降多

様性のあるガバナンス体制の整備が行わ

れ， 現在の学校法人のガバナンス体系の

基本がかたち造られた。 平成26 (2014) 

年には某私立大学の財務の虚偽報告に起

因する解散命令発出を背景に， 理事の忠

実義務の明確化， 法令違反時の役員退任

勧告等所轄庁の措置命令が新たに規定さ

れ， 法令違反が生じたときの行政の具体

的対応が可能となった。

次に令和元(2019)年私学法改正（以
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下改正私学法）は， 学校法人責務の新設 ，

役員の責任の明確化（理事 ・ 監事の善管

注意義務損害賠償責任を明示）など経

営主体のガバナンス体制の是正に加え監

事の理事会等監督権限の強化， 理事会 ・

評議員会の招集権限の付与等牽制 ・ チェ

ック機能を付すなど不祥事防止手当てが

措置された。 またこれに付帯して， 法改

正によらず， 大学団体が自主的に策定す

るガバナンス綱領で代替できる部分はそ

れに任せるべきとの考え方から， 各大学

が私立大学版ガバナンス ・ コ ー ド（以

下GC) を策定 ・ 公表することを通じて，

ガバナンスの自主的， 主体的な充実 ・ 強

化を図る体制となった点は画期的である。

これらも含め， 本私学法の改正は大学側

のガバナンス体制の是正及び充実 ・ 強化

が講じられた措置といえる。

このように私学法は， 私立大学の歴史

的経緯の元， デファクトスタンダ ー ドと

しての多様性あるガバナンス形態を包含

しつつ ， 時代の要請に応じて逐次改正さ

れてきた。 こうした私立大学のガバナン

ス体制の変遷経緯の結果が ， スタンダ ー

ドとしての今の私学法に結実していると

いえる。

理事会が理事・学長に委任する

教学ガバナンス

私立大学のガバナンスには， 大学の教

学運営面におけるガバナンスの問題があ

る。 現行の法的規制面からみると ， 学校

法人運営は私学法に， 設置する私立大学

の運営（教学運営）は学校教育法に各々
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（注）
l)私立大学とは学校法人が設置する大学

（学校教育法2条2項）。 以下必要に応じ

て私立大学ないしは学校法人（私立大

学）と記述。

（日本私立大学協会常務理事，

学校法入二松学舎理事長）
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学校法の施行の状況について検討を加え，

必要があると認めるときは， その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとされ

ている。

2 はじめに目的ありきの
ガバナンス改革会議

学校法人のガバナンス改革をめぐって

は， 2019年，『経済財政運営と改革の基

本方針』いわゆる「骨太の方針」におい

て，「学校法人についても『公益法人 ・

財団法人， 社会福祉法人の制度改革を十

分踏まえ， 同等のガバナンス機能が発揮

できる制度改正のため， 速やかに検討を

行う』こと」とされた。 この方針につい

ては元自由民主党の行政改革本部長であ

った塩崎泰久氏の意見が強く反映されて

いるとされる。 塩崎氏は2022年1月15

日の朝日新聞紙面において， 社会福祉法

人のガバナンスは氏が厚生労働相の時代

に改革を進めたものであり ， きちんと機

能しており， 学校法人に同等の機能を持

たせることに， さしたる問題があるとは

思えないと指摘している2)
0 

骨太の方針を受けて， 文部科学省は私

学部長決定で『学校法人のガバナンスに

関する有識者会議』を立ち上げ， 同会議

は2020年3月議論の取りまとめを行った。

文部科学省はこの取りまとめと2021年

の骨太の方針でさらなる改革の議論の必

要性が示されたことを受けて， 2021年7

月に事務次官決定で『学校法人ガバナン

ス改革会議』を発足させた。

この会議では， 私立大学の理事長が逮
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捕されるような事件が起きるなど， 一部

の私立大学で理事長による公私混同学

校法人の私物化などの事案が発生してお

り， 私立大学の不祥事が後を絶たないの

は， 私立大学のガバナンスが欠落してい

るからだとして， 他の社会福祉法人など

と同様のガバナンスを求める主張が強く

行われてきた。 骨太の方針は閣議決定で

あり， 反対する意見は閣議決定違反だと

して厳しく批判されてきたのである。

この改革会議には当初から学校法人の

理事長や学長は委員に入れず ， 公認会計

士や弁護士， 会社法に詳しい大学教授な

どで構成され， 議論は当初から「結論あ

りき」で学校法人のガバナンスを社会福

祉法人等と同等にすることを念頭に進め

られてきた。 このガバナンス改革会議の

結論は， 私立大学関係者の意見を聴かず，

大学設置 ・ 学校法人審議会の議を経るこ

ともなく， ひたすら社会福祉法人等の真

似をしようとするものであり， 日本私立

大学連盟や日本私立大学協会など多くの

私学団体はこの改革案に強く反対してい

る。

3. ガバナンス改革会議の
報告書の問題点

改革会議の報告の要点はおおむね次の

通りである。

①評議員会を最高監督・議決機関とする

②理事， 監事及び会計監査人の選任・解

任は評議員会が行う。

③中期計画， 事業計画 ， 予算・決算多

額の借財， 重要な資産の処分， 役員の
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